
職業能力開発に関する
ニーズ調査の概要

平成23年３月
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調査の概要

１．調査目的
県内企業の経営環境の変

化など、労働者の職業能力
開発を取り巻く現状や事業
所における能力開発の実施
状況、県の職業訓練に対す
るニーズ等を調査・分析する
ことにより、今後の富山県が
行う職業能力開発施策の参
考とする。

２．調査の対象及び回答数
・事業所 2,000社

→回答数1,272社
・在職者 2,000人

→回答数1,298人
・離職者 847人
・訓練生 273人

３．調査期間
平成22年9月～12月

■回答企業の構成（業種、従業員規模別）
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(1,272)

製造業(680)

食料品(64)

繊維製品関連(44)

木材・家具(28)

パルプ・紙加工品(21)

印刷(17)

窯業・土石製品製造業(33)

化学(医薬)・プラスチック(117)

金属製品(168)

一般機械(52)

電子部品デバイス(35)

電気機械(22)

輸送機械(23)

精密機械(17)

その他製造業(39)

非製造業(592)

運輸業(35)

建設業(197)

卸・小売業(90)

金融保険業(11)

電気・ガス・熱供給業(11)

情報通信業(20)

医療・福祉(88)

宿泊業・飲食サービス業(14)

その他サービス業(92)

その他(34)

9人未満 10～29人 30～49人 50～99人 100～299人 300人以上
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Ⅰ 事業所調査の概要
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過去３カ年の売上の変化（世界同時不況の影響等）

○ 平成20年度に発生したリーマンショック前後の売上の変化や世界同時不況による改善の度合いを調査した。
○ 製造業の約８割が世界同時不況の影響を受けたが、機械系の業種に回復の傾向が見られる。
○ 非製造業では、金融保険業や医療・福祉など売上に大きな変動がない業種がある一方、運輸・建設業など現在も厳しい経営状況にある業種もある。
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■過去３カ年の売上（製造業（抽出））

好調 ほぼ現状維持 下降後、順調に回復

下降後、緩やかに回復 下降後、底這い 上昇後、下降

一貫して低下、停滞 その他 不明
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情報通信業(20)
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■過去３カ年の売上（非製造業（抽出））

好調 ほぼ現状維持 下降後、順調に回復
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下降好調

下降後、
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リーマンショックによる情勢変化への対応

○ リーマンショックによる情勢変化への対応としては、①残業の抑制、②新規採用の抑制、③一時休業、の順となっており、製造業では、
４～５割の事業所がこの３つの対応を実施している。

○ 雇用調整については、①外部人材の調整、②臨時・期間工、契約社員の雇止め、③従業員の解雇の順での対応が見られる。
○ 製造業の半数以上が雇用調整助成金を活用しており、その使途は主に一時休業で、約３分の１の事業所では教育訓練にも活用している。
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特に対応はしていない

■リーマンショックによる情勢変化に対する対応

全体(1,272) 製造業(680) 非製造業(592)

(%)

※＿は雇用調整に関する対応

＊当てはまるもの全て回答
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■雇用調整助成金の利用

利用した 利用しなかった 不明
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全体(1,272) 製造業(680) 非製造業(592)

(%)
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人材の過不足感

○ 現在の人材の過不足感については、事務・営業系の人材は概ね適正な状態にあると考えている一方、技術・技能職については、約15%の事
業所が過剰感を持っているものの、40%近い事業所は不足感を持っている。

○ 技術・技能職の不足感をもつ事業所は、製造業では機械系に多く、非製造業では医療・福祉の業種が70%超となっている。

6

0.9 

0.7 

1.2 

15.2 

15.6 

14.7 

62.9 

64.4 

61.1 

16.6 

15.7 

17.6 

0.8 

0.6 

1.0 

3.6 

2.9 

4.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1,272)

製造業(680)

非製造業(592)

■人材の過不足感（事務・営業職）

かなり過剰 やや過剰 適正 やや不足 かなり不足 不明

1.0 

1.2 

0.8 

14.4 

15.4 

13.2 

37.7 

39.9 

35.1 

38.0 

38.4 

37.5 

3.1 

2.9 

3.4 

5.8 

2.2 

10.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1,272)

製造業(680)

非製造業(592)

■人材の過不足感（技術・技能職）

かなり過剰 やや過剰 適正 やや不足 かなり不足 不明

1.9 

4.5 

15.4 

11.4 

9.1 

26.1 

23.5 

30.8 

37.1 

40.9 

30.4 

11.8 

46.2 

45.7 

36.4 

39.1 

52.9 

3.8 

5.7 

9.1 

4.3 

5.9 

1.9 

5.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般機械(52)

電子部品デバイス(35)

電気機械(22)

輸送機械(23)

精密機械(17)
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業績回復後の人材確保

○ 業績回復後の新規採用や非正社員、外部人材の活用などの人材確保対策については、
・事務・営業職については、概ね現状維持
・技術・技能職については、約半数の事業所が正社員を増やしていくとしており、非正社員や外部人材についても、増やす意向である事業所が見られる。

○ 技術・技能職の正社員を増やすとしている事業所は製造業では機械系に多く、非製造業では医療・福祉、情報通信業が多い。
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従業員に求める能力

○ 事業所が従業員に求める能力は、採用時には、①一般常識や社会的マナー、②コミュニケーション能力、③向上心・チャレンジ精神、と
なっており、採用５年程度経過後には、①専門的な知識・技術、②正確・迅速な業務処理能力、③問題発見・改善提案能力、となっている。

○ 採用時は社会人としての基礎的な資質、能力を求めており、徐々に当該事務所での専門知識や業務処理能力等、一定のキャリア形成を前提と
した能力を求めていくことが窺える。
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リーダーシップ

◇コミュニケーション力

トラブル対応能力
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新技術・新商品への対応力

粘り強さ

◇一般常識や社会的マナー

プレゼンテーション力

情報処理能力

語学力

その他
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N=1,272＊３つまで回答
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◇は採用時に求める能力の上位３要素
●は採用５年程度経過後の上位３要素



ものづくり企業（製造業）における技能系正社員の状況

○ 技能系正社員の過不足感や今後の必要性については、多能工、技術的技能者、高度熟練技能者のニーズが高い。
○ 単能工から多能工や高度熟練技能者へとニーズが移行していることが窺える。
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9

「一般工（単能工）」 比較的簡単な工程のみを担当する労働者
「多能工」 複数の機械あるいは工程をこなすことができる技能者
「技術的技能者」 技術的知識を備えた技能者
「高度熟練技能者」 特定の技能領域で高度な熟練技能を発揮する技能者
「管理・監督者」 製造現場のリーダーとしてラインの監督業務を担当する技能者



技能系正社員に対する評価と求める能力（製造業）

○ 技能系正社員の能力に対する評価については、50～60%の企業が期待する水準と同レベルあるいはそれ以上の評価をしているが、30%前後
の事業所が期待する水準よりも低いと評価しており、技能系正社員に期待する能力水準は高い。

○ 技能系正社員に求める知識や技能としては、生産工程の合理化、品質管理や検査・試験、設備の保全や改善等、個別領域の熟練技能だけ
ではなく、生産ライン全体の管理能力に対するニーズが重視されている。
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19.9 

30.0 

3.8 

3.7 

4.1 

4.9 

7.9 

1.9 

2.8 

2.5 

9.4 

2.8 

7.2 

8.2 

7.4 

9.1 

7.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般工（単能工）

多能工

技術的技能者

高度熟練技能者

管理・監督者

■従業員の能力に対する評価（職種別）

期待する水準より高い 期待する水準よりやや高い 期待する水準とほぼ同じ

期待する水準よりやや低い 期待する水準より低い 該当者がいない

不明

N=680

62.5 

44.4 

42.4 

32.4 

28.1 

20.1 

11.2 

9.7 

6.5 

0.9 

0.7 

0 10 20 30 40 50 60 70

生産工程を合理化する知識・技能

品質管理や検査・試験の知識・技能

設備の保全や改善の知識・技能

単独で多工程を処理する技能

改善提案能力

高度に卓越した熟練技能

組立て・調整の技能

NC機やMCのプログラミング

自動機の段取り替えをする技能

計測システムのオペレーション

その他

■技能系正社員に求める知識や能力

(%)

N=680＊３つまで回答

10



技能系正社員への教育訓練（製造業）

○ 技能系正社員への教育訓練の内容は、OJT（職場内研修）は「指導担当者によるOJT」が最も多く、日常の業務に就きながら行うOJTが中
心となっており、「計画的なOJT」は20%程度となっている。また、「社外の機関を利用したOff-JT」は３割程度にとどまっている。

○ 「計画的なOJT」及び「社外の機関を利用したOff-JT」の実施状況を会社規模別に見ると、100人以上の事業所ではいずれも４割程度の実
施率となっている。また、規模が小さくなるに従い、実施率が低下する状況となっている。

45.1 

29.1 

28.8 

26.5 

20.9 

20.6 

10.9 

1.8 

0 10 20 30 40 50

指導担当者によるOJT

技能検定等、公的資格取得への支援

社外の機関を利用したOff-JT

見よう見まねのOJT

計画的なOJT

社内におけるOff-JT

通信教育などの受講に対する支援

その他

■技能系正社員に実施している教育訓練

(%)

N=680
＊当てはまるもの全て回答

11

8.7 

8.2 

14.8 

23.1 

39.8 

41.9 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

9人未満(23)

10～29人(170)

30～49人(162)

50～99人(169)

100～299人(113)

300人以上(43)

計画的なOJT

(%)

■会社規模別

17.4 

19.4 

26.5 

31.4 

38.9 

44.2 

0 10 20 30 40 50

9人未満(23)

10～29人(170)

30～49人(162)

50～99人(169)

100～299人(113)

300人以上(43)

社外の機関を利用したOff-JT

(%)



技能検定や免許・資格への取り組み等（製造業）

○ 技能系正社員への技能検定や免許資格制度については、約半数の企業で業務関連の免許・資格の取得や技能検定の受検を奨励している。
○ これらの取得は、従業員の能力向上の動機づけに加え、対外的な必要性、従業員の能力評価の客観的基準として位置付けている事業所が多い。

50.7 

48.4 

7.1 

5.3 

0.3 

26.0 

0 20 40 60

業務関連の免許・資格取得を奨励している

業務関連の技能検定の受検を奨励している

業務関連以外の技能検定の受検も奨励している

業務関連以外の免許・資格取得も奨励している

その他

特に奨励していない

(%)

■技能系正社員に対する技能検定や免許資格制度への取り組み N=680

＊当てはまるもの全て回答

52.2 

37.1 

28.5 

26.0 

18.8 

18.5 

1.2 

9.1 

0 20 40 60

従業員の意欲の向上に貢献している

法規対応や取引上必要である

社内の職業能力評価基準として貢献している

自分の能力の自覚に貢献している

社外的に自社の従業員の能力をアピールできる

採用に際しての能力判断の指標となる

その他

特に評価するものはない

(%)

■技能検定や免許・資格に対する評価 N=680＊３つまで回答

12



教育訓練を行う上での問題点（製造業）

○ 教育訓練を行う上での問題点としては、①業務が多忙で教育訓練を行う時間がない、②指導できる人材が不足している、③指導のノウハ
ウが不足している、割合が高く、時間や指導者等、事業所側の事情に起因するものとなっている。

○ これらの要因について、事業所の規模別で見ると30人以上の事業所ではその規模区分で大きな違いはなく、その事情はあまり事業所規模
には関係がないことが窺える。

50.1 

37.9 

22.2 

22.1 

20.6 

16.9 

10.1 

6.3 

5.6 

0.6 

9.1 

0 20 40 60

業務が多忙で教育訓練を行う時間がない

指導できる人材が不足している

指導のノウハウが不足している

従業員の意欲が乏しい

教育訓練に対する社内意識が不十分である

教育訓練の効果が業務上現れにくい

適切な社外研修・講習会がない

教育訓練を行う予算がない

従業員を訓練してもすぐに退職してしまう

その他

特に問題はない

(%)

■教育訓練を行う上での問題点 N=680＊３つまで回答
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30.4 

42.4 

56.8 

49.1 

54.0 

60.5 

0 10 20 30 40 50 60 70

9人未満

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300人以上

業務が多忙で教育訓練を行う時間がない

(%)

■会社規模別 N=341

26.1 

30.0 

38.3 

44.4 

44.2 

32.6 

0 10 20 30 40 50

9人未満

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300人以上

指導できる人材が不足している

(%)

N=258



技能継承の取り組み（製造業）

○ 技能継承の取り組みとしては「熟練技能者を定年延長・再雇用することにより、指導を実施している」が際立って多く、次に「継承すべき技
能やノウハウを文書化、マニュアル化している」となっている。

○ 熟練技能を継承する上での問題点としては、指導できる人材の不足、時間的余裕がないなど、一般的な教育訓練上の問題点と同様の事情が見
られる。

○ また、これらの事情は事業所の規模別に見てもそれほどの大差は見られない。

54.6 

33.1 

21.3 

15.6 

13.2 

13.2 

11.9 

10.7 

4.9 

0.6 

7.6 

0 50 100

熟練技能者を定年延長・再雇用す

ることにより、指導を実施している

継承すべき技能やノウハウを文書

化、マニュアル化している

中途採用を増やしている

継承すべき技能・ノウハウ等を絞り

込んで継承している

熟練技能が不要な製造工程、シス

テムへと変更している

社外研修の受講を推進している

新規学卒者の採用を増やしている

後継者となる社員に対し、技能継

承のための特別な教育訓練を実施

している

非正社員、派遣労働者、請負業者

等を活用している

その他

特に何も行っていない

(%)

■熟練技能を継承するための取り組み N=680

＊当てはまるもの全て回答

36.0 

32.2 

25.6 

23.7 

20.3 

17.2 

11.2 

8.2 

7.2 

0.9 

9.0 

0 20 40

指導できる人材が不足して

いる

技能者を育成する時間的

余裕がない

技能を継承する人材が不

足している

技能の文書化、マニュアル

化が難しい

指導のノウハウが不足して

いる

技能継承に時間がかかり、

円滑に進まない

年代やレベルの差が開き

過ぎている

技能者を育成する金銭的

余裕がない

技能者を育成してもすぐに

退職してしまう

その他

特に問題はない

(%)

■熟練技能を継承する上での問題点 N=680

＊３つまで回答
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17.4 

28.8 

44.4 

34.3 

40.7 

37.2 

0 10 20 30 40 50

9人未満

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300人以上

指導できる人材が不足している

(%)

■企業規模別 N=245

17.4 

30.6 

33.3 

29.0 

36.3 

44.2 

0 10 20 30 40 50

9人未満

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300人以上

技能者を育成する時間的余裕がない

(%)

N=219



非正規・外部人材の活用（製造業）

○ 技能者・技術者への非正社員や外部人材の活用状況については、「ともに活用していない」が約半数を占めている。
○ 非正社員の外部人材ともに活用している事業所は規模が大きくなるほど割合は高くなる傾向があり、また、ともに活用していない規模の

小さい事業所ほどその割合が高くなっている。

非正社員・外部

人材ともに活用

している
19%

非正社員のみ活

用している
20%

外部人材のみ活

用している
5%

非正社員・外部

人材ともに活用

していない
47%

不明
9%

N=680■非正社員・外部人材の技能者・技術者としての活用

15

0

7.6 

16.0 

17.2 

32.7 

48.8 

0 10 20 30 40 50 60

9人未満

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300人以上

非正社員・外部人材ともに活用している

(%)

■会社規模別 N=126

47.8 

54.7 

58.0 

46.2 

32.7 

20.9 

0 10 20 30 40 50 60 70

9人未満

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300人以上

非正社員・外部人材ともに活用していない

(%)

N=322



公共職業訓練施設に求める能力開発（その１）

○ 公共職業訓練施設で今後開発に重点を置くべき能力の上位３要素は次のとおりとなっている。
①事務職では、①経理・財務処理能力、②コミュニケーション力、③情報処理能力
②営業・販売職では、①コミュニケーション力、②セールス力、③プレゼンテーション力

16

47.9 

32.5 

27.9 

25.7 

21.4 

17.8 

14.4 

12.1 

10.8 

6.9 

4.2 

2.5 

0.6 

11.9 

43.4 

29.4 

26.2 

24.9 

22.2 

16.9 

12.8 

9.9 

12.1 

7.5 

4.3 

3.4 

0.6 

14.6 

53.0 

36.0 

29.9 

26.7 

20.4 

18.8 

16.2 

14.7 

9.3 

6.3 

4.1 

1.5 

0.5 

9.0 

0 10 20 30 40 50 60

経理・財務処理能力

コミュニケーション力

情報処理力

問題発見・解決能力

人事・労務管理能力

法務・税務対応能力

企画・計画能力

経営分析力

経営管理能力

商品・技術の知識

資金調達・運用能力

語学力

その他

不明

全体(1,272) 製造業(680) 非製造業(592)

(%)■開発に重点を置くべき能力（事務職） ＊３つまで回答

47.4 

29.1 

28.8 

23.0 

20.1 

18.9 

18.3 

17.2 

6.3 

5.2 

3.2 

2.8 

1.8 

0.9 

15.6 

43.2 

26.9 

26.9 

24.4 

15.7 

17.9 

18.2 

16.8 

10.0 

4.4 

2.6 

3.7 

1.6 

1.3 

18.1 

52.2 

31.6 

30.9 

21.3 

25.2 

19.9 

18.4 

17.7 

2.0 

6.1 

3.9 

1.7 

2.0 

0.3 

12.8 

0 10 20 30 40 50 60

コミュニケーション力

セールス力

プレゼンテーション力

商品・技術の知識

問題発見・解決能力

マーケティング力

企画・計画能力

採算管理能力

生産・物流知識

経営管理力

労務管理・指導力

語学力

人事・労務管理能力

その他

不明

全体(1,272) 製造業(680) 非製造業(592)

(%)■開発に重点を置くべき能力（営業・販売職） ＊３つまで回答



公共職業訓練施設に求める能力開発（その２）

③専門技術職では、①専門分野に対する知識、②問題発見・解決能力、③幅広い基礎知識
④技能職では、①生産工程の合理化に関する知識・技能、②高度な熟練技能、③品質管理や検査・試験の知識・技能

17

53.7 

31.3 

31.0 

29.9 

20.8 

19.7 

14.3 

9.5 

4.4 

2.8 

1.6 

1.3 

0.9 

15.2 

47.8 

29.4 

29.1 

36.9 

14.3 

25.6 

15.1 

11.3 

3.4 

2.6 

2.1 

1.2 

1.0 

15.6 

60.5 

33.4 

33.1 

21.8 

28.4 

12.8 

13.3 

7.4 

5.6 

2.9 

1.0 

1.5 

0.8 

14.7 

0 20 40 60 80

専門分野に対する知識

問題発見・解決能力

幅広い基礎知識

生産（現場）管理能力

コミュニケーション力

生産（現場）技能

企画・設計能力

CAD/CAM技術

経営管理能力

マーケティング力

特許関連知識

語学力

その他

不明

全体(1,272) 製造業(680) 非製造業(592)

(%)■開発に重点を置くべき能力（専門技術職） ＊３つまで回答

35.2 

31.1 

27.7 

27.1 

24.4 

21.0 

13.7 

9.7 

4.9 

4.4 

2.4 

1.5 

19.6 

47.2 

27.2 

34.9 

34.7 

21.6 

27.6 

16.6 

3.2 

7.1 

7.6 

3.8 

1.0 

11.5 

21.5 

35.5 

19.4 

18.4 

27.7 

13.3 

10.3 

17.2 

2.4 

0.7 

0.8 

2.0 

28.9 

0 20 40 60

生産工程の合理化に関する知識・技能

高度な熟練技能

品質管理や検査・試験の知識・技能

設備の保全や改善の知識・技能

改善提案能力

多工程処理に関する技能

5Sなど製造現場の基本的心構え

情報処理能力

組立て・調整の技能

NC機やMCのプログラミング

自動機の段取り替えに関する技能

その他

不明

全体(1,272) 製造業(680) 非製造業(592)

(%)■開発に重点を置くべき能力（技能職） ＊３つまで回答



Ⅱ 在職者調査の概要

18



免許・資格の取得について

○ 製造業ではほぼ半数が、非製造業では約6割が業務に関連する資格・免許を取得しており、その主な理由として、「新しい知識や技能を吸収するた
め」、「業務遂行能力を向上させるため」、「業務の遂行に必要不可欠だから」「自己啓発や視野の拡大のため」などとなっている。

19

48.8 

45.9 

44.9 

36.6 

49.4 

50.3 

34.1 

58.7 

53.0 

31.1 

84.7 

14.3 

50.4 

53.3 

54.6 

62.4 

49.4 

49.7 

61.4 

40.3 

46.2 

67.2 

14.3 

85.7 

0.8 

0.8 

0.6 

1.1 

1.1 

4.5 

1.0 

0.9 

1.6 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1,298)

製造業全体(1,010)

事務職(361)

営業・販売職(154)

専門技術職(176)

技能職(314)

その他(44)

非製造業全体(288)

事務職(117)

営業・販売職(61)

専門技術職、技能職(98)

その他(7)

■免許・資格の取得状況

持っている 持っていない 不明

製
造
業

非
製
造
業

43.1 

37.4 

31.9 

26.7 

13.8 

11.4 

9.3 

6.5 

2.2 

0.8 

0.9 

42.8 

35.8 

30.1 

24.9 

13.9 

10.6 

9.6 

5.0 

2.0 

0.7 

1.1 

44.1 

43.1 

38.2 

33.0 

13.5 

14.2 

8.3 

11.5 

3.1 

1.4 

0.3 

0 10 20 30 40 50

新しい知識や技能を吸収するため

業務遂行能力を向上させるため

業務の遂行に必要不可欠だから

自己啓発や視野の拡大のため

転職の際に役立つから

自分の技術的水準の確認のため

専門以外の技能を向上させるため

給与や賞与に反映されるから

昇格や昇進に有利に働くから

昇格や昇進の必要条件だから

その他

■免許・資格を取得する主な理由

全体(1,298)

製造業全体(1,010)

非製造業全体(288)

(%)

＊３つまで回答



職場における自己の能力開発の状況

○ 職場での技能や知識の習得については、約７割の在職者は職場の計画に沿って着実に身につけていると考えている。また、６割が仕事に
必要な技能や知識について、上司や先輩が指導してくれると考えているなど、一定程度、職場におけるOJTが図られていると考えている。

○ また、自分の技能や知識のレベルについては、７割が十分に把握できていると考えている。
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15.9 

15.4 

11.6 

19.4 

17.0 

19.1 

9.1 

17.4 

12.8 

16.4 

24.5 

51.2 

51.0 

52.9 

43.0 

50.0 

52.5 

47.7 

52.1 

48.7 

62.3 

50.0 

71.4 

24.3 

25.0 

26.3 

30.1 

26.7 

20.4 

27.3 

22.2 

29.1 

16.4 

17.3 

14.3 

7.7 

7.7 

8.0 

7.5 

6.3 

7.6 

13.6 

7.6 

8.5 

3.3 

8.2 

14.3 

0.8 

0.9 

1.1 

0.3 

2.3 

0.7 

0.9 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1,298)

製造業全体(1,010)

事務職(361)

営業・販売職(154)

専門技術職(176)

技能職(314)

その他(44)

非製造業全体(288)

事務職(117)

営業・販売職(61)

専門技術職、技能職(98)

その他(7)

そう思う
どちらかとい
えばそう思う

どちらかといえ
ばそう思わない

そう思
わない

無回答

■仕事に必要な技能や知識は、職場の計画に沿って着
実に身につけることができているか

18.6 

18.3 

16.3 

21.5 

13.1 

22.6 

20.5 

19.4 

17.9 

23.0 

18.4 

28.6 

46.2 

46.0 

45.4 

47.3 

48.3 

46.8 

40.9 

46.9 

44.4 

44.3 

54.1 

28.6 

25.2 

25.4 

25.5 

23.7 

33.5 

22.0 

20.5 

24.3 

29.1 

26.2 

15.3 

42.9 

9.0 

9.1 

11.6 

7.5 

5.1 

7.6 

15.9 

8.7 

8.5 

4.9 

11.2 

1.0 

1.1 

1.1 

1.0 

2.3 

0.7 

1.6 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1,298)

製造業全体(1,010)

事務職(361)

営業・販売職(154)

専門技術職(176)

技能職(314)

その他(44)

非製造業全体(288)

事務職(117)

営業・販売職(61)

専門技術職、技能職(98)

その他(7)

そう思う
どちらかとい
えばそう思う

どちらかといえ
ばそう思わない

そう思
わない

無回答

■仕事に必要な技能・知識について身近な上司や先輩
が十分に指導してくれているか

16.2 

16.0 

12.5 

15.1 

18.2 

20.4 

11.4 

16.7 

17.1 

18.0 

17.3 

55.2 

53.2 

56.2 

49.5 

55.7 

51.6 

38.6 

62.5 

60.7 

57.4 

65.3 

85.7 

23.7 

25.1 

24.4 

32.3 

23.9 

23.6 

31.8 

18.4 

18.8 

23.0 

15.3 

14.3 

4.1 

4.8 

5.8 

3.2 

2.3 

4.1 

13.6 

1.7 

2.6 

2.0 

0.8 

0.9 

1.1 

0.3 

4.5 

0.7 

0.9 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1,298)

製造業全体(1,010)

事務職(361)

営業・販売職(154)

専門技術職(176)

技能職(314)

その他(44)

非製造業全体(288)

事務職(117)

営業・販売職(61)

専門技術職、技能職(98)

その他(7)

そう思う
どちらかとい
えばそう思う

どちらかといえ
ばそう思わない

そう思
わない

無回答

■現在の自分の技能や知識のレベルは十分に把握でき
ているか



今後身につけたい職業能力（～事務職～）

○ 事務職では、「経理・財務処理能力」、「情報処理能力」が同程度に重視しており、次いで「コミュニケーション力」、「問題発見・解
決能力」等となっている。

○ なお、事業所に対するニーズ調査の結果（公共職業訓練施設で開発に重点を置くべき能力）と比較すると、ほぼ同様の内容となっている
が、事業所の方がコミュニケーション力の重視度が高い。

21

39.7 

39.1 

26.4 

25.7 

24.1 

24.1 

14.6 

16.1 

10.3 

5.2 

0.6 

39.3 

38.5 

24.7 

25.8 

21.6 

23.3 

15.0 

18.0 

9.4 

4.2 

0.6 

41.0 

41.0 

31.6 

25.6 

31.6 

26.5 

13.7 

10.3 

12.8 

8.5 

0.9 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

経理・財務処理能力

情報処理能力

コミュニケーション力

問題発見・解決能力

法務・税務対応能力

人事・労務管理能力

企画・計画能力

語学力

経営管理能力

折衝・セールス能力

その他

■今後身につけたい職業能力（事務職）

全体(478) 製造業(361) 非製造業(117)

(%)＊３つまで回答

47.9 

32.5 

27.9 

25.7 

21.4 

17.8 

14.4 

12.1 

10.8 

6.9 

4.2 

2.5 

0.6 

43.4 

29.4 

26.2 

24.9 

22.2 

16.9 

12.8 

9.9 

12.1 

7.5 

4.3 

3.4 

0.6 

53.0 

36.0 

29.9 

26.7 

20.4 

18.8 

16.2 

14.7 

9.3 

6.3 

4.1 

1.5 

0.5 

0 10 20 30 40 50 60

経理・財務処理能力

コミュニケーション力

情報処理力

問題発見・解決能力

人事・労務管理能力

法務・税務対応能力

企画・計画能力

経営分析力

経営管理能力

商品・技術の知識

資金調達・運用能力

語学力

その他

全体(1,272) 製造業(680) 非製造業(592)

(%)＊３つまで回答□参考―事業所調査
（公共職業訓練施設で開発に重点を置くべき能力（事務職））―



今後身につけたい職業能力（～営業・販売職～）

○ 営業・販売職では、「折衝・セールス能力」が約５割を占め、次いで「企画・計画能力」、「問題発見・解決能力」、「コミュニケー
ション力」と続いている。

○ 一方、事業所調査では、事業所は第一にコミュニケーション力の開発を重視していることが窺える。

22

48.7 

40.9 

35.1 

33.1 

20.8 

15.6 

12.3 

11.7 

10.4 

5.8 

0.6 

53.8 

41.9 

33.3 

33.3 

19.4 

17.2 

16.1 

14.0 

7.5 

6.5 

1.1 

41.0 

39.3 

37.7 

32.8 

23.0 

13.1 

6.6 

8.2 

14.8 

4.9 

-

0 10 20 30 40 50 60

折衝・セールス能力

企画・計画能力

問題発見・解決能力

コミュニケーション力

経営管理能力

情報処理能力

語学力

経理・財務処理能力

法務・税務対応能力

人事・労務管理能力

その他

■今後身につけたい職業能力（営業・販売職）

全体(154) 製造業(93) 非製造業(61)

＊３つまで回答

(%)

47.4 

29.1 

28.8 

23.0 

20.1 

18.9 

18.3 

17.2 

6.3 

5.2 

3.2 

2.8 

1.8 

0.9 

43.2 

26.9 

26.9 

24.4 

15.7 

17.9 

18.2 

16.8 

10.0 

4.4 

2.6 

3.7 

1.6 

1.3 

52.2 

31.6 

30.9 

21.3 

25.2 

19.9 

18.4 

17.7 

2.0 

6.1 

3.9 

1.7 

2.0 

0.3 

0 10 20 30 40 50 60

コミュニケーション力

セールス力

プレゼンテーション力

商品・技術の知識

問題発見・解決能力

マーケティング力

企画・計画能力

採算管理能力

生産・物流知識

経営管理力

労務管理・指導力

語学力

人事・労務管理能力

その他

全体(1,272) 製造業(680) 非製造業(592)

(%)＊３つまで回答□参考―事業所調査
（公共職業訓練施設で開発に重点を置くべき能力（営業・販売職））―



今後身につけたい職業能力（～専門技術職～）

○ 専門技術職では、「専門分野に対する知識」が半数を占め、次いで「幅広い基礎知識」、「問題発見・解決能力」の順となっている。
○ 事業所調査においてもほぼ同様の内容となっている。

23

52.6 

35.5 

27.1 

19.1 

18.7 

18.7 

16.7 

11.2 

9.6 

5.2 

3.2 

2.8 

0.8 

47.7 

34.7 

26.1 

22.2 

20.5 

13.1 

18.8 

13.1 

10.2 

6.3 

3.4 

2.8 

1.1 

64.0 

37.3 

29.3 

12.0 

14.7 

32.0 

12.0 

6.7 

8.0 

2.7 

2.7 

2.7 

-

0 10 20 30 40 50 60 70

専門分野に対する知識

幅広い基礎知識

問題発見・解決能力

CAD/CAM技術

企画・設計能力

コミュニケーション力

生産（現場）管理能力

語学力

生産（現場）技能

経営管理能力

特許関連知識

マーケティング力

その他

■今後身につけたい職業能力（専門技術職）

全体(251) 製造業(176) 非製造業(75)

(%)＊３つまで回答

53.7 

31.3 

31.0 

29.9 

20.8 

19.7 

14.3 

9.5 

4.4 

2.8 

1.6 

1.3 

0.9 

47.8 

29.4 

29.1 

36.9 

14.3 

25.6 

15.1 

11.3 

3.4 

2.6 

2.1 

1.2 

1.0 

60.5 

33.4 

33.1 

21.8 

28.4 

12.8 

13.3 

7.4 

5.6 

2.9 

1.0 

1.5 

0.8 

0 20 40 60 80

専門分野に対する知識

問題発見・解決能力

幅広い基礎知識

生産（現場）管理能力

コミュニケーション力

生産（現場）技能

企画・設計能力

CAD/CAM技術

経営管理能力

マーケティング力

特許関連知識

語学力

その他

全体(1,272) 製造業(680) 非製造業(592)

(%)＊３つまで回答□参考―事業所調査
（公共職業訓練施設で開発に重点を置くべき能力（専門技術職））―



今後身につけたい職業能力（～技能職～）

○ 技能職においては、「生産工程の合理化に関する知識・技能」が最も多く、次いで「設備の保全や改善の知識・技能」、「高度な熟練技
能」、「品質管理や検査・試験の知識・技能」となっている。

○ 事業所調査においても、ほぼ同様の順位となっており、技能者と職場の考えが共有されていることが窺える。

24

38.9 

29.1 

25.8 

20.8 

19.9 

14.8 

13.6 

12.5 

12.2 

11.9 

4.7 

1.2 

40.8 

28.3 

26.4 

21.7 

18.8 

15.6 

14.6 

11.5 

12.7 

10.8 

5.1 

1.3 

13.0 

39.1 

17.4 

8.7 

34.8 

4.3 

-

26.1 

4.3 

26.1 

-

-

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

生産工程の合理化に関する知識・技能

設備の保全や改善の知識・技能

高度な熟練技能

品質管理や検査・試験の知識・技能

改善提案能力

NC機やMCのプログラミング

5Sなど製造現場の基本的心構え

情報処理能力

組立て・調整の技能

多工程処理に関する技能

自動機の段取り替えに関する技能

その他

■今後身につけたい職業能力（技能職）

全体(337) 製造業(314) 非製造業(23)

＊３つまで回答 (%)

35.2 

31.1 

27.7 

27.1 

24.4 

21.0 

13.7 

9.7 

4.9 

4.4 

2.4 

1.5 

47.2 

27.2 

34.9 

34.7 

21.6 

27.6 

16.6 

3.2 

7.1 

7.6 

3.8 

1.0 

21.5 

35.5 

19.4 

18.4 

27.7 

13.3 

10.3 

17.2 

2.4 

0.7 

0.8 

2.0 

0 20 40 60

生産工程の合理化に関する知識・技能

高度な熟練技能

品質管理や検査・試験の知識・技能

設備の保全や改善の知識・技能

改善提案能力

多工程処理に関する技能

5Sなど製造現場の基本的心構え

情報処理能力

組立て・調整の技能

NC機やMCのプログラミング

自動機の段取り替えに関する技能

その他

全体(1,272) 製造業(680) 非製造業(592)

(%)＊３つまで回答□参考―事業所調査
（公共職業訓練施設で開発に重点を置くべき能力（技能職））―



希望する教育訓練、職業能力開発における問題点

○ 希望する教育訓練は、「民間教育訓練機関の講習会やセミナーへの参加」が最も多く、次いで「公共職業能力開発施設が行う教育訓練
（県技術専門学院、ポリテクセンター等）」、「職場内における教育訓練」の順となっている。

○ 職業能力開発における問題点については、「仕事が忙しくて教育訓練を受ける時間がない」が最も多く、次いで「自分の取組み姿勢が不
十分である」、「自社内に教育訓練を行う体制が整っていない」の順となっている。

25

37.3 

29.3 

27.6 

20.6 

12.1 

11.9 

8.9 

8.1 

7.2 

15.4 

0.5 

35.6 

30.0 

27.2 

20.3 

10.7 

13.2 

8.8 

7.6 

6.2 

16.5 

0.5 

43.1 

26.7 

28.8 

21.5 

17.0 

7.6 

9.4 

9.7 

10.4 

11.5 

0.3 

0 10 20 30 40 50

民間教育訓練機関の

講習会やセミナーへの参加

公共職業能力開発施設が行う教育訓練

（県技術専門学院、ポリテクセンター等）

職場内における教育訓練

業界団体や機械メーカー等が行う教育訓練

ラジオ、テレビ、専門書、

インターネット等による自学・自習

親会社やグループ会社が行う教育訓練

各種通信教育

高等専門学校、大学、大学院の講座の受講

専修学校、各種学校の講座の受講

特にない

その他

全体(1,298) 製造業全体(1,010) 非製造業全体(288)

(%) 

■希望する教育訓練の形態 ＊３つまで回答

37.0 

29.4 

24.2 

17.5 

15.4 

15.2 

11.9 

11.3 

9.8 

7.5 

11.4 

0.8 

36.5 

27.9 

25.1 

17.7 

15.3 

14.6 

11.5 

11.8 

10.2 

8.1 

11.4 

0.8 

38.5 

34.7 

20.8 

16.7 

15.6 

17.4 

13.5 

9.7 

8.3 

5.2 

11.5 

1.0 

0 10 20 30 40 50

仕事が忙しくて教育訓練を受ける時間が

ない

自分の取組み姿勢が不十分である

自社内に教育訓練を行う体制が整ってい

ない

教育訓練に関する情報が乏しい

教育訓練にかかる費用が高すぎる

家事や育児が忙しくて教育訓練を受ける

時間がない

自分がどの分野の能力を向上させるべき

かわからない

職業能力を高めても社内の評価が高ま

らない

職業能力を高めるために何をすればよい

かわからない

管理職が教育訓練に熱心ではない

特に問題はない

その他

全体(1,298) 製造業全体(1,010) 非製造業全体(288)

(%) 

■職業能力開発における問題点 ＊３つまで回答



Ⅲ 求職者調査の概要

26



就職したい業種・雇用のミスマッチに対する認識

○ 就職したい業種の第一志望をみると、①医療・福祉、②食料品、③卸・小売業、その他サービス業の順となっている。
○ 就職活動においては、前職が製造業であるか非製造業であるかにかかわらず、半数以上の求職者が雇用のミスマッチを認識している。

（なお、雇用のミスマッチについては、「職業」によって、バラツキがあり、顕著にあらわれているものとそうでないものの乖離がある。）

27

11.6 

7.2 

7.2 

4.6 

9.0 

5.3 

5.7 

6.6 

4.8 

3.8 

3.3 

4.3 

2.5 

1.8 

1.8 

2.5 

1.5 

1.2 

1.3 

0.8 

1.8 

0.8 

0.4 

0.1 

21.6 

20.1 

19.5 

17.6 

17.5 

14.4 

13.8 

12.9 

11.3 

10.0 

9.7 

9.1 

6.6 

6.4 

6.3 

5.2 

5.1 

4.6 

4.4 

3.9 

3.4 

3.0 

2.1 

0.8 

0 5 10 15 20 25 30

医療・福祉

卸・小売業

その他サービス業

宿泊業・飲食サービス業

食料品

一般機械

化学(医薬)・プラスチック

金属製品

情報通信業

運輸業

電気機械

建設業

木材・家具

精密機械

電子部品デバイス

電気・ガス・熱供給業

繊維製品関連

金融保険業

その他非製造業

印刷

その他製造業

パルプ・紙加工品

輸送機械

窯業・土石製品製造業

■就職したい業種

第1志望

第2志望

第3志望

(%)

N=847＊３つまで回答

10.9 

11.3 

10.6 

44.2 

45.9 

45.0 

32.9 

29.9 

33.5 

9.8 

10.7 

8.8 

2.2 

2.2 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

製造業

非製造業

■雇用のミスマッチに対する認識（前職：製造業と非製造業の別）

している ある程度している あまりしていない していない 無回答

2,147

74

4,279

1,781

965

88

106

628

6,771

369

915

635

4,297

49

1,270

2,280

2,028

202

56

632

4,290

254

2,594

1,366

2.00 

0.66 

0.30 

1.28 

2.10 

2.30 

0.53 

1.01 

0.63 

0.69 

2.83 

2.15 

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 

0 2000 4000 6000 8000

専門的・技術的職業

管理的職業

事務的職業

販売の職業

サービスの職業

保安の職業

農林漁業の職業

運輸・通信の職業

生産工程・労務の職業

IT関連職業

福祉関連職業

うち介護関係

有効求人倍率（倍）

有効求職者・求人数（人）

□参考―職種別有効求職者・求人数・求人倍率（平成23年1月）―

有効求職者数 有効求人数 有効求人倍率



求職にあたり重視する点

○ 求職にあたり重視する点は、全体としては、①時間・休日等の就業条件、②収入、③適性にあった仕事の順となっているが、通算勤続年数別に
みると、「５年未満」では「時間・休日等の就業条件」、「5～10年未満」と「10～20年未満」では「収入」、「20年
～30年」と「30年以上」では「適性にあった仕事」が最も多くなっており、違いがうかがわれる。
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43.2 

42.3 

39.3 

31.3 

25.3 

24.6 

22.8 

21.8 

18.9 

8.4 

0.5 

0.5 

0 10 20 30 40 50

時間・休日等の就業条件

収入

適性にあった仕事

正社員・非正社員の区分

安定して長く働けること

仕事のやりがい

職場環境

通勤条件

知識や経験が活かせること

仕事のハード具合（労働密度）

仕事の外観（世間体等）

その他

■求職にあたり重視する点

(%)

N=847＊３つまで回答

35.4 

37.1 

39.3 

30.4 

19.9 

43.3 

43.6 

49.3 

39.9 

37.0 

31.5 

29.3 

36.0 

43.5 

52.5 

54.3 

42.1 

45.0 

40.6 

35.9 

21.3 

18.6 

18.0 

27.5 

25.4 

27.6 

30.7 

23.7 

26.1 

19.9 

9.4 

5.7 

5.2 

8.0 

13.3 

27.6 

24.3 

23.2 

19.6 

21.0 

-

1.4 

0.5 

-

-

11.8 

12.1 

19.0 

17.4 

29.8 

23.6 

33.6 

23.7 

29.0 

17.7 

-

0.7 

-

0.7 

-

-

0.7 

0.5 

0.7 

-

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5年未満(127)

5～10年未満
(140)

10～20年未満
(211)

20～30年未満
(138)

30年以上(181)

■求職にあたり重視する点（勤続年数別）

正社員・非正社員の区分 収入 適性にあった仕事

時間・休日等の就業条件 通勤条件 仕事のやりがい

仕事のハード具合（労働密度） 職場環境 仕事の外観（世間体等）

知識や経験が活かせること 安定して長く働けること その他

無回答



習得したい職業能力・技能（事務職、営業・販売職）

○ 希望職種が「事務職・営業販売職」では、①情報処理能力、②コミュニケーション能力、③経理・財務処理能力、④商品・技術の知識の
順となっている。

○ 事業所調査の「事務職」では、①経理・財務処理能力、②コミュニケーション力が、「営業・販売職」では、①コミュニケーション力、
②セールス力が多く、特に、コミュニケーション力は、共通して重視している職業能力となっている。
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32.8 

28.5 

27.0 

24.9 

16.7 

12.6 

11.3 

11.1 

10.7 

10.3 

8.8 

8.8 

7.5 

6.1 

2.7 

0.6 

0 20 40

情報処理能力

コミュニケーション力

経理・財務処理能力

商品・技術の知識

語学力

問題発見・解決能力

企画・計画能力

人事・労務管理能力

セールス能力

経営分析・管理能力

法務・税務対応能力

プレゼンテーション力

マーケティング能力

生産物流知識

採算管理能力

その他

(%)

N=478＊３つまで回答

■習得したい職業能力・技能（事務職、営業・販売職）

47.9 

32.5 

27.9 

25.7 

21.4 

17.8 

14.4 

12.1 

10.8 

6.9 

4.2 

2.5 

0.6 

43.4 

29.4 

26.2 

24.9 

22.2 

16.9 

12.8 

9.9 

12.1 

7.5 

4.3 

3.4 

0.6 

53.0 

36.0 

29.9 

26.7 

20.4 

18.8 

16.2 

14.7 

9.3 

6.3 

4.1 

1.5 

0.5 

0 10 20 30 40 50 60

経理・財務処理能力

コミュニケーション力

情報処理力

問題発見・解決能力

人事・労務管理能力

法務・税務対応能力

企画・計画能力

経営分析力

経営管理能力

商品・技術の知識

資金調達・運用能力

語学力

その他

全体(1,272) 製造業(680) 非製造業(592)

(%)

＊３つまで回答□参考―事業所調査

（公共職業訓練施設で開発に重点を置くべき能力
（事務職））―

47.4 

29.1 

28.8 

23.0 

20.1 

18.9 

18.3 

17.2 

6.3 

5.2 

3.2 

2.8 

1.8 

0.9 

43.2 

26.9 

26.9 

24.4 

15.7 

17.9 

18.2 

16.8 

10.0 

4.4 

2.6 

3.7 

1.6 

1.3 

52.2 

31.6 

30.9 

21.3 

25.2 

19.9 

18.4 

17.7 

2.0 

6.1 

3.9 

1.7 

2.0 

0.3 

0 10 20 30 40 50 60

コミュニケーション力

セールス力

プレゼンテーション力

商品・技術の知識

問題発見・解決能力

マーケティング力

企画・計画能力

採算管理能力

生産・物流知識

経営管理力

労務管理・指導力

語学力

人事・労務管理能力

その他

全体(1,272) 製造業(680) 非製造業(592)

(%)

＊３つまで回答□参考―事業所調査

（公共職業訓練施設で開発に重点を置くべき能力
（営業・販売職））―



習得したい職業能力・技能（技能職、専門技術職）

○ 希望職種が「技能職・専門技術職」では、①専門分野に対する知識、②幅広い基礎知識、③CAD／CAM技術、④コミュニケーション力の
順となっている。

○ 事業所調査の「専門技術職」でも、「専門分野に対する知識」を重視している点は同じであるが、それ以外や、「技能職」が、「生産工程の合
理化に関する知識・技能」や「高度な熟練技能」を重要視していることなどから、求職者と事業所での意識の違いがうかがえる。
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52.5 

35.5 

17.6 

17.0 

13.4 

13.2 

12.2 

10.8 

10.6 

10.4 

10.0 

9.8 

4.0 

3.0 

2.6 

1.0 

0 20 40 60

専門分野に対する知識

幅広い基礎知識

CAD/CAM技術

コミュニケーション力

品質管理や検査・試験…

問題発見・解決能力

高度な熟練技能

生産(現場)管理能力

設備の保全や改善の…

企画・設計能力

語学力

生産工程の合理化に…

経営管理能力

特許関連知識

マーケティング能力

その他

(%)

N=501

＊３つまで回答

■習得したい職業能力・技能（技能職、技術職）

53.7 

31.3 

31.0 

29.9 

20.8 

19.7 

14.3 

9.5 

4.4 

2.8 

1.6 

1.3 

0.9 

47.8 

29.4 

29.1 

36.9 

14.3 

25.6 

15.1 

11.3 

3.4 

2.6 

2.1 

1.2 

1.0 

60.5 

33.4 

33.1 

21.8 

28.4 

12.8 

13.3 

7.4 

5.6 

2.9 

1.0 

1.5 

0.8 

0 20 40 60 80

専門分野に対する知識

問題発見・解決能力

幅広い基礎知識

生産（現場）管理能力

コミュニケーション力

生産（現場）技能

企画・設計能力

CAD/CAM技術

経営管理能力

マーケティング力

特許関連知識

語学力

その他

全体(1,272) 製造業(680) 非製造業(592)

(%)

＊３つまで回答□参考―事業所調査

（公共職業訓練施設で開発に重点を置くべき能力
（専門技術職））―

35.2 

31.1 

27.7 

27.1 

24.4 

21.0 

13.7 

9.7 

4.9 

4.4 

2.4 

1.5 

47.2 

27.2 

34.9 

34.7 

21.6 

27.6 

16.6 

3.2 

7.1 

7.6 

3.8 

1.0 

21.5 

35.5 

19.4 

18.4 

27.7 

13.3 

10.3 

17.2 

2.4 

0.7 

0.8 

2.0 

0 20 40 60

生産工程の合理化に関する知

識・技能

高度な熟練技能

品質管理や検査・試験の知識・

技能

設備の保全や改善の知識・技

能

改善提案能力

多工程処理に関する技能

5Sなど製造現場の基本的心構

え

情報処理能力

組立て・調整の技能

NC機やMCのプログラミング

自動機の段取り替えに関する

技能

その他

全体(1,272) 製造業(680) 非製造業(592)

(%)

＊３つまで回答□参考―事業所調査

（公共職業訓練施設で開発に重点を置くべき能力
（技能職））―



公共職業能力開発施設への要望等

○ 公共職業訓練施設の認知度をみると、「受講したことがある」と「知っているが受講したことはない」をあわせると、8割と高くなっている。
○ 受講したい教育訓練としては、「公共職業訓練施設での講座の受講」が最も多く、次いで、「民間教育訓練機関の講習会、セミナーへの参加」、「専

修学校、各種学校の講座の受講」の順となっている。
○ 適正だと思う訓練期間としては、「３ヶ月程度」を希望する人が約４割と最も多くなっている。また、希望する時間帯としては、「１日（9時～16

時）」を希望する人がほぼ半数を占め、「半日（午前）」も約３割と多くなっている。
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25.1 55.7 12.9 6.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■公共職業訓練施設の認知度

受講したことがある

知っているが受講したこと

はない
存在自体知らない

無回答

53.1 

24.2 

23.5 

14.8 

14.4 

13.0 

3.1 

0 20 40 60

公共職業訓練施設での講座の受講

民間教育訓練機関（民間教育研修会社、

各種団体等）の講習会、セミナーへの参加

専修学校、各種学校の講座の受講

各種通信教育

ラジオ、テレビ、専門書、インターネット等

による自学・自習

高等専門学校、大学、大学院の講座の受

講

その他

■受講したい教育訓練

(%)

6.7 

3.5 

6.3 

12.4 

5.9 

11.9 

20.2 

18.3 

22.8 

16.9 

19.3 

23.8 

37.2 

52.1 

33.1 

34.8 

30.4 

33.3 

3.1 

2.1 

7.1 

1.1 

1.5 

2.4 

17.1 

16.9 

17.3 

21.3 

18.5 

7.1 

12.6 

2.8 

11.0 

12.4 

20.7 

19.0 

0.2 

-

-

-

-

-

1.6 

2.8 

1.6 

1.1 

1.5 

-

1.2 

1.4 

0.8 

-

2.2 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(578)

事務職(142)

営業・販売職
(127)

専門技術職(89)

技能職(135)

その他(42)

■適正だと思う訓練期間（前職種別）

半月程度 1ヶ月程度 3ヶ月程度 4ヶ月程度 6ヶ月程度

1年程度 2年程度 その他 無回答

47.2 

43.0 

50.4 

46.1 

52.6 

42.9 

34.6 

40.1 

30.7 

33.7 

25.9 

40.5 

7.6 

9.2 

9.4 

7.9 

5.9 

9.5 

5.0 

2.8 

4.7 

5.6 

8.1 

4.8 

1.4 

2.1 

-

1.1 

2.2 

-

4.2 

2.8 

4.7 

5.6 

5.2 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(578)

事務職(142)

営業・販売職(127)

専門技術職(89)

技能職(135)

その他(42)

■希望する時間帯（前職種別）

１日（9～16時） 半日(午前) 半日（午後） 夜間（17～21時） その他 無回答



Ⅳ 学生調査の概要
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就職や就職後のステップアップ

○ 就職に際しては、「コミュニケーション能力」が最も多く、次いで「熱意・意欲」、「マナー・態度（身だしなみ・礼儀）」、「行動
力・実行力」などとなっている。

○ 技能職としてのステップアップについても、「職場外の人も含め多くの技能者との交流・意見交換を行い、さまざまな考え方を吸収す
る」、「技能向上に係る企業内外のさまざまな研修の機会を積極的に活用する」よりも、 「必要な免許・資格を取得する」が多くなっ
ている。

33

77.7 

48.0 

39.9 

36.3 

29.3 

19.4 

14.3 

8.4 

8.1 

6.6 

77.5 

48.1 

44.2 

35.7 

26.4 

19.4 

14.0 

7.8 

10.1 

4.7 

77.8 

47.9 

36.1 

36.8 

31.9 

19.4 

14.6 

9.0 

6.3 

8.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

コミュニケーション能力

熱意・意欲

マナー・態度（身だしなみ・礼儀）

行動力・実行力

協調性

理解力・判断力

一般常識・教養

速くて正確な業務処理能力

創造力・企画力

リーダーシップ

■就職にあたり必要と考えている能力等

全体(273) 1年(129) 2年(144)

(%)

＊３つまで回答

57.9 

61.2 

54.9 

25.6 

20.9 

29.9 

11.7 

14.0 

9.7 

3.7 

3.9 

3.5 

1.1 

-

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(273)

1年(129)

2年(144)

■技能職としてのステップアップに必要と思うこと

必要な免許・資格を取得する

職場外の人も含め多くの技能者との交流・意見交換を行い、さまざまな考え方を吸収する

技能向上に係る企業内外のさまざまな研修の機会を積極的に活用する

社会人としての教養を高めるため、通信教育や市販の教材の活用等により自発的な研さんを行う

不明

■今後、社会人・技能職としてステップアップしていくうえで必要と考えていること
・知識を増やす
・あいさつやマナーの向上
・いろいろな経験を積む
・コミュニケーション力の向上 等

■在学中の公共職業訓練施設に対する要望
・マナー講習、工場見学やインターンシップなど現場体験できる授業
・ものづくり現場で働く社会人や卒業生のよる講習 等

■社会人となった後に公共職業訓練施設においてステップアップのために
受けたい訓練
・情報関係の専門的な講習
・資格試験対策の講座 等


